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事 業 契 約 書（案） 

 

 

前 文 

 

１ 東京大学（以下「大学」という。）は、［大学における教育、研究環境の向上のため］

に東京大学（柏）総合研究棟（環境学研究系）施設（以下「本件施設」といい、第 1条に

おいて定義される。）の整備を行う事とした。 

２ 大学は本件施設の整備の実施にあたり、「民間資金等の活用による公共施設等の整備

等の促進に関する法律」（平澄
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維持管理費相当に係る消費税及び地方消費税 ●円 

5. 契約保証金  免除 

6. 支払条件  別途事業契約書中に記載のとおり 

 

 上記事業について、発注者と事業者とは、各々対等な立場における合意に基づいて、次

の条項によって事業契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として、本書 2通を作成し、当事者記名押印の上、各自 1通を保有する。 

 

平成 15 年●月●日 

 

発 注 者 

 

住 所 東京都文京区本郷七丁目 3番 1号 

 

氏 名 支出負担行為担当官 東京大学事務局長 梶 野 愼 一 

 

＊ 平成 14 年 6 月 25 日の閣議決定に基づき国立大学が法人化された場合は、本契約の発

注者の名義を変更する予定である。 

 

事 業 者 

 

住 所 

 

氏 名 
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大学と事業者は、本件事業に関して、以下のとおり事業契約（以下「本契約」という。）

を締結する。 

 

 

第 1 章 用語の定義 

 

（定義） 

第 1条 本契約において使用する用語の定義は、本文中に特に定義されているものを除き、

次の通りとする。 

1. 「維持管理期間」とは、平成 18 年 4 月 1 日から平成 30年 3月末日までの期間をいう。 

2. 「維持管理業務」とは、本件施設に関する以下の業務をいう。 

① 建物保守管理業務（点検・保守・修繕・更新その他の一切の保守管理業務を含む） 

② 設備保守管理業務（設備運転・監視・点検・保守・修繕・更新その他の一切の保

守管理業務を含む） 

③ 外構維持管理業務（点検・保守・修繕・更新その他の一切の保守管理業務を含む） 

④ 清掃業務（建物内部及び外部、敷地内並びにガラスの清掃業務） 

⑤ 保安警備業務 

⑥ 植栽維持管理業務 

3. 「請負者」とは、［企業名］からなる建設企業（共同体）をいう。 

4. 「応募者提案」とは、事業者が本件事業の入札手続において大学に提出した入札提案書

類、大学からの質問に対する回答書及び基本協定書締結までに提出したその他一切の書

類をいう。 

5. 「基本協定書」とは、前文第 3項に定義された通りの意味を有する。 

6. 「サービス購入費」とは、第 47 条及び別紙 10（サービス購入費の金額と支払スケジュ

ール）に基づき大学が事業者に対して支払う金銭をいい、本件施設の設計、工事監理及

び建設に係る対価（以下「施設整備費相当」という。）と維持管理業務に係る対価（以

下「維持管理費相当」という。）から構成されるものをいう。 

7. 「事業期間」とは、本契約書の締結日から本契約の終了する日（維持管理期間の満了日

である平成 30年 3月 31 日又は中途解除の日）までをいう。 

8. 「事業者」とは、前文第 3項に定義された通りの意味を有する。 

9. 「事業年度」とは、維持管理期間中の各暦年の 4月 1 日に始まり、翌年の 3月 31 日に

終了する 1年間をいう。 

10. 「従事職員」とは、第 42条に定義された通りの意味を有する。 

11. 「出資者」とは、事業者に対して出資を行い、その株式を保有する者をいう。 

12. 「設計企業」とは、「企業名」をいう。 

13. 「設計図書」とは、施工図の作成の基となる実施設計図面、工事工程表その他の別紙 3
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（本件事業の概要） 

第 5 条 本件事業は、本件施設の設計及び建設、本件施設のしゅん功時における本件施設



7 

５ 事業者は、別紙 3（設計に伴う提出図書）に示された本件施設の設計図書を大学に提出

し、大学の確認を受けなければならない。ただし、大学はかかる確認の実施を理由として

何らの責任を負担するものではない。 

 

（設計の変更） 

第 8 条 大学は、必要があると認める場合、事業者に対して、工期の変更を伴わずかつ民

間事業者の提案の範囲を逸脱しない限度で、本件施設の設計変更を求めることができる。

この場合、事業者は、独兄
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た上で事業者に対してその説明を求めることができるものとし、またその他の書類の提

出を求めることができるものとする。 

２ 事業者は、前項に定める設計状況その他についての説明及び大学による確認の実施に

つき大学に対して最大限の協力を行うものとし、また設計者をして、大学に対して必要

かつ合理的な説明及び報告を行わせるものとする。 

３ 大学は、前 2 項に基づき説明、報告等を受けたときは、指摘事項がある場合には適宜

これを事業者に伝え、又は意見を述べることができる。 

 

（設計の完了） 

第 11 条  事業者は、基本設計及び実施設計の完了後遅滞なく、大学にそれぞれ別紙 3（設

計に伴う提出図書）に規定する設計図書を提出しその説明を行わなければならない。設

計の変更を行う場合も同様とする。なお、設計図書の提出は別紙 1（日程表）の日程に従

うものとする。 

２ 大学は、提示された設計図書が本契約、入札説明書、応募者提案又は大学と事業者の

打ち合わせにおいて合意された事項に従っていない、若しくは提示された設計図書では

本契約、入札説明書及び応募者提案において要求される仕様を満たさないと判断する場

合には、事業者の負担において修正することを求めることができる。 

３ 事業者は、大学からの指摘により又は自ら設計に不備・不具合等を発見したときは、

自らの負担において速やかに設計図書の修正を行い、修正点について大学に報告し、そ

の確認を受けるものとする。設計の変更について不備・不具合等を発見した場合も同様

とする。 

４ 事業者が本条に従い提出した設計図書のうち、工事費概算書は、本契約に特に定める

場合を除き、大学及び事業者を拘束するものではない。 

 

 

第 4 章 本件施設の建設 

 

（本件施設の建設及び整備） 

第 12条 事業者は、請負者をして、日本国の法令を遵守の上、本契約、基本協定書、入札

説明書、要求水準書及び応募者提案に従い、本件施設の建設工事及び整備工事を施工させ

るものとする。 

２ 仮設、施工方法その他本件施設を完成するために必要な一切の手段については、事業

者が自己の責任において定めるものとする。 

  

（施工計画書等） 

第 13 条 事業者は、請負者をして、別紙 4（着手時の提出図書）に規定する書類を、本件
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施設の工事の着手前に大学に提出させるものとする。 

２ 事業者は、請負者をして、工事工程表を作成し、大学に提出の上、これに従って工事

を遂行させるものとする。 

３ 事業者は、請負者をして、本件施設の工期中、工事現場に常に工事記録を整備させな

ければならない。 

４ 事業者は、請負者をして、別紙 5（施工時の提出図書）に規定する書類を施工時に大学

に提出させるものとする。 

５ 大学は、事業者から施工体制台帳（建築業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 24 条の 7

に規定する施工台帳をいう。）及び施工体制にかかる事項について報告を求めることがで

きる。 

 

（第三者への委託等） 

第 14条 事業者は、本件施設の建設を請負者に委託又は請負わせるものとし、事前に大学

の承諾を得た場合を除き、請負者以外の者に、本件施設の建設の全部又は大部分を委託し、

又は請負わせてはならない。ただし、事業者は、各業務工程の着手前に大学へ届け出るこ

とにより、本件施設の建設工事の一部を第三者に委託し、又は下請人を使用することがで

きる。下請人が第三者への委託をする場合又は下請人を使用する場合も同様とする。 

２ 受託者及び請負者（下請負者を含む。）の使用は全て事業者の責任において行うものと

し、受託者又は請負者その他の第三者の責めに帰すべき事由は、事業者の責めに帰すべき

事由とみなして、事業者が責任を負うものとする。 

 

（工事監理者） 

第 15条 事業者は、本件施設の建設に着工する前に工事監理者を設置し、速やかに当該工

事監理者の名称を大学に対して通知するものとする。なお、建設の請負者が工事監理者に

なることはできない。 

２ 大学は、事業者を通じて工事監理者に随時報告を求めることができるものとし、また

事業者は、工事監理者をして事業者を通じて大学に定期的に報告を行わせるものとする。 

 

（本件施設の建設に関する許認可及び届出等） 

第 16条 事業者は、本件施設の建設に関する本契約上の義務を履行するために必要となる

一切の許認可を、自己の責任及び費用において取得する。 

２ 事業者が大学に対して協力を求めた場合、大学は事業者による前項に定める許認可の

取得及び届出等に必要な資料の提出その他について協力するものとする。 

３ 大学が事業者に対して協力を求めた場合、事業者は大学による許認可の取得及び届出

等に必要な資料の提出その他について協力するものとする。 
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（建設場所の管理） 

第 17条 本件施設の建設及び整備場所の管理は、事業者が善良なる管理者の注意義務をも

って行う。 

２ 事業者は、工事現場における安全管理及び警備等に努めるものとする。 

３ 本件工事の施工に関し、労働者が災害を被り又は建設機械器具等必要な設備の盗難又

は損傷等により追加の費用が発生した場合、不可抗力事由に起因する追加費用として大

学が負担する場合を除き、当該追加費用は事業者が負担する。 

 

（建設に伴う各種調査） 

第 18条 事業者は、本件施設の建設を含む本件施設の整備のために大学が行った測量及び

地質調査の結果に基づき、本件施設を建設及び整備するものとする。 

２ 大学が前項に従い実施した測量及び地質調査の誤謬等から発生する一切の責任は、大

学がこれを負担するものとする。 

３ 事業者は、本件施設の建設を含む本件施設の整備に伴う各種調査等を行う場合、大学

に事前に連絡し、その承諾を得た上で実施するものとする。 

４ 第 1 項及び第 3 項に定める地質調査等に加えて更に地質調査等を必要とする場合は、

本契約締結後、事業者がその判断と費用により実施することができる。この場合、事業

者が本件土地に関して現地調査を行う場合は、自らの責任においてこれを行うものとす

る。 

 

（本件施設の建設及び整備に伴う近隣対策） 

第 19条 事業者は、本契約締結日から建設工事の着工までの間に、自己の責任及び費用に

おいて、合理的に要求される範囲の近隣調整を実施する。 

2 前項に定める近隣調整の実施について、事業者は、大学に対して、事前及び事後にその

内容及び結果を報告するものとする。 

3 事業者は、大学の承諾を得ない限り、近隣調整の不調を理由として別紙 2の事業概要書

で示された事業計画の変更をすることはできない。 

4 近隣調整の結果、事業者に生じた費用（しゅん功予定日が変更されたことにより発生す

る費用も含む。）については、事業者が負担するものとする。ただし、大学が設定した条

件に直接起因するものについては大学が負担するものとする。 

 

（契約保証金） 

第 20条 事業者は、本件施設の建設工事を確保するため、大学若しくは事業者を被保険者

とする履行保証保険契約を締結し、又は事業者を被保険者とする履行保証保険契約を事

業者に締結させなければならない。 

２ 前項の履行保証保険の保険金額は、建設工事に相当する金額（設計費および工事監理
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費を含む。）の 10 パーセント以上とし、有効期間は設計・建設期間全体とする。 

３ 事業者は、事業者を被保険者とする履行保証保険契約が締結される場合、保険金請求

権に、第 56 条第 1項による違約金支払債務を被担保債務とする質権を、大学のために設

定するものとする。かかる質権の設定の費用は、事業者が負担する。 

４ 事業者は、第 1 項の契約締結後、速やかに、かかる契約に基づく保険証券の原本を大

学に提出するものとする。ただし、事業者を被保険者とする履行保証保険契約を建設者

に締結させた場合は、第 2 項に従い質権を設定すると同時に保険証券の原本を大学に提

出するものとする。 

 

（大学による中間確認及び建設現場立会い等） 

第 21条 大学は、本件施設が設計図書に従い建設されていることを確認するために、本件

施設の建設について、事業者に事前に通知した上で、事業者又は請負者に対して中間確認

を求めることができるものとし、また建設現場において建設状況を立会いの上確認するこ

とができるものとする。 

２ 事業者は、前項に規定する中間確認及び建設状況の確認の実施について、大学に対し

て最大限の協力を行うものとし、また請負者をして、大学に対して必要かつ合理的な説明

及び報告を行わせるものとする。  

３ 前 2 項に規定する説明又は確認の結果、建設状況が本契約、入札説明書、要求水準書、

設計図書又は応募者提案の内容を逸脱していることが判明した場合、大学は事業者に対し

てその是正を求めることができ、事業者はこれに従わなければならない。 

４ 事業者は、工期中において事業者が行う、工事監理者が定める本件施設の検査又は試

験について、事前に大学に対して通知するものとする。大学は、当該検査又は試験に立会

うことができるものとする。 

５ 大学は、本条に規定する立会い又は確認等の実施を理由として、本件施設の建設を含
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３ 事業者は、完了検査に対する大学の立会いの有無を問わず、大学に対して完了検査の

結果を検査済証その他の検査結果に関する書面の写しを添えて報告しなければならない。 

 

（大学による本件施設のしゅん功確認） 
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第 28 条 大学が事業者に対して工期の変更を請求した場合、大学と事業者は協議により当

該変更の当否を定めるものとする。 

２ 不可抗力又は事業者の責めに帰すことのできない事由により工期を遵守できないこと

を理由として事業者が工期の変更を請求した場合、大学と事業者は協議により当該変更の

当否を定めるものとする。ただし、大学と事業者の間において協議が整わない場合、大学

が合理的な工期を定めるものとし、事業者はこれに従わなければならない。 

  

（本件施設の引渡し遅延による費用負担） 

第 29条 大学の責めに帰すべき事由、不可抗力又は事業者の責めに帰すことのできない事

由により本件施設の引渡しが遅延した場合、大学は、当該遅延に伴い事業者が負担した合

理的な増加費用に相当する金額を事業者に対して支払うものとする。この場合、大学は遅

延損害金を負担しない。 

２ 事業者の責めに帰すべき事由により本件施設の引渡しが遅延した場合、事業者は、本

件施設引渡予定日から実際に本件施設が事業者から大学に対して引渡された日までの期

間（両日を含む。）において、本件施設費相当額につき年 8.25 パーセントの割合による金

額に相当する遅延損害金を遅延日数に応じて日割り計算により支払うものとし、当該遅延

損害金を超える損害があるときは、その損害額を支払わなければならない。 

 

（工事の中止） 

第 30条 大学は、必要があると認める場合、その理由を事業者に通知した上で、本件施設

の建設工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。 

２ 大学は、前項に従い工事の施工を一時中止させた場合、必要があると認めるときは工

期を変更することができる。また、大学は当該工事の一時中止が事業者の責めに帰すべき

場合を除き、事業者が工事の再開に備え工事現場を維持し、又は労働者、建設機械器具等

を保持するための費用、その他の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要としたとき、
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ことはできない。ただし、事業者がその瑕疵のあることを知っていたときは、この限りで

ない。 

４  大学は、本件施設が第 1項の瑕疵により滅失又は毀損したときは、第 2項に定める期間

内で、かつ、その滅失又は毀損を大学が知った日から 1年以内に第 1項の権利を行使しな

ければならない。 

５ 事業者は、請負者をして、大学に対し本条による瑕疵の修補及び損害の賠償をなすこと

について保証させるべく、かかる保証書を建設者から徴求し大学に差し入れるものとする。

当該保証書の様式は、別紙 9（保証書の様式）に定める様式による。 

 

 

第 5 章 本件施設の維持管理業務 

 

 （許認可及び届出等） 

第 36条 事業者は、本件施設の維持管理業務に関する本契約上の義務を履行するために必

要な一切の許認可を、自己の責任及び費用において取得する。 

２ 事業者が大学に対して協力を求めた場合、大学は事業者による前項に定める許認可の

取得及び届出等に必要な資料の提出その他について協力する。 

３ 大学が事業者に対して協力を求めた場合、事業者は大学による許認可の取得及び届出

等に必要な資料の提出その他について協力する。 

 

（近隣対策） 

第 37 条 事業者は、自己の責任及び費用において、その実施する維持管理業務に関して、

必要な場合、合理的に要求される範囲の近隣対策を実施する。なお、かかる近隣対策の実

施について、大学は事業者に対して必要な協力を行う。 

 

（第三者への委託） 

第 38条 事業者は、本件施設の維持管理を維持管理者に委託又は請負わせるものとし、事

前に大学の承諾を得た場合を除き、維持管理者以外の者に、本件施設の維持管理の全部又

は大部分を委託し、又は請負わせてはならない。 

２ 受託者及び維持管理者の使用は全て事業者の責任において行うものとし、受託者又は

維持管理者その他の第三者の責めに帰すべき事由は、事業者の責めに帰すべき事由とみな

して、事業者が責任を負うものとする。 

 

（本件施設の維持管理業務） 

第 39条 事業者は、維持管理業務期間中、自己の責任及び費用において、要求水準書に従

って、本件施設の維持管理業務を遂行する。 
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２ 要求水準書は、合理的な理由に基づき大学又は事業者が請求した場合において、大学

と事業者が合意したときに限り、その内容を変更することができる。 

  

（維持管理業務計画書の提出） 

第 40条 事業者は、各事業年度の本件施設の維持管理業務計画書を、当該事業年度が開始

する 30 日前までに大学に提出し、その確認を受けなければならない。維持管理業務計画

書の記載事項については、事業者と協議の上、大学が定めて事業者に対して通知するもの

とする。 

 

（本件施設の修繕） 

第 41条 事業者が、自己の責任と費用において、年間維持管理業務計画書に記載のない模
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知した上で、事業者に対して説明を求め、又は本件施設においてその維持管理状況を立会

いの上確認することができる。事業者は、当該説明及び確認の実施につき大学に対して最

大限の協力を行うものとする。なお、当該説明又は確認の結果、本件施設の維持管理状況

が要求水準書の内容を逸脱していることが判明した場合、大学は事業者に対してその是正

を指導するものとし、事業者は第 44 条（業務報告書）に記載する業務報告書においてか

かる指導に対する対応状況を大学に対して報告しなければならない。大学は、説明要求及

び説明の実施、立会いの実施を理由として、本件施設の維持管理業務の、全部又は一部に

ついて、何らの責任を負担するものではない。 

 

（業務報告書） 

第 44条 事業者は、要求水準書に基づき、本件施設の維持管理業務状況を正確に反映した

業務日誌、月報、半期及び年間報告書を業務報告書として作成するものとする。 

２ 前項に規定する業務報告書に記載すべき内容は、大学と事業者が協議の上、大学が定

める 

３ 事業者は、第 1 項に基づき作成した業務日誌を、原則として作成日ごとに、大学に対

して提出するものとする。 

４ 事業者は、第 1 項に基づき作成した月報を、作成月の翌月の 7 日までに、大学に対し

て提出するものとする。 

５ 事業者は、第 1項に基づき作成した半期報告書を、毎年 10月 7日までに、大学に対し

て提出するものとする。 

６ 事業者は、第 1 項に基づき作成した年間総括書を、毎年 4 月 7 日までに、大学に対し

て提出するものとする。 

 

（第三者に及ぼした損害等） 

第 45条 事業者は、本件施設の維持管理業務に際して、事業者の責めに帰すべき事由によ

り、大学又は第三者に損害を与えた場合及び大学又は第三者に損害が生じた場合、大学又

は第三者が被った損害を賠償しなければならない。 

２ 本件施設の維持管理業務に伴い通常避けることができない騒音等の理由により第三者

に損害を及ぼした場合は、事業者がその損害を賠償しなければならない。 

３ 事業者は、第１項に定める損害賠償に係る事業者の負担に備えるために、本件施設の

維持管理業務期間中は、別紙 6（事業者等が付保する保険）第 2項に記載の保険に加入し、

保険料を負担するものとする。 

 

（維持管理業務開始の遅延） 

第 46条 本件施設の維持管理業務の開始が引渡日より遅延した期間について、大学は、サ

ービス購入費の支払義務を負わないものとする。 
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第 6章 サービス購入費の支払 

 

（サービス購入費の支払） 

第 47条 大学は、本契約の規定に従い、事業者に対して、別紙 10（サービス購入費の金額

と支払いスケジュール）に定める金額及びスケジュールに従い、サービス購入費を支払う

ものとする。 

２ サービス購入費の計算は、施設整備費相当及び維持管理費相当に分割して計算するも

のとする。 

３ 大学は、事業者に対し、施設整備費相当の支払として金○円を別紙 10（サービス購入

費の金額と支払いスケジュール）に従い支払うものとする。 

４ 大学は、事業者に対し、維持管理費相当の支払として金○円を別紙 10（サービス購入

費の金額と支払いスケジュール）に従い支払うものとする。ただし、その支払額は第 48

条に従い改定されることがある。 

 

（サービス購入費の変更） 

第 48条 前条第 1項にかかわらず、業務に対するサービス購入費の支払額は、別紙 13（サ

ービス購入費の支払額の改定について）に従って、改定される。 

 

（サービス購入費の減額） 

第 49条 業務報告書の記載等により、本件施設の維持管理業務について、大学が求める要

求水準書の水準を満たしていない事項が存在することが大学に判明した場合、大学は別紙

11（サービス購入費の減額の基準と方法）に従い、事業者に対して当該事項の是正を指導

することができるものとし、また、事業者に対して支払うサービス購入費の額を減額する

ことができるものとする。 

 

（サービス購入費の返還） 

第 50条 業務報告書に虚偽の記載があることが判明した場合、事業者は大学に対して、当

該虚偽記載がなければ大学が減額し得たサービス購入費の相当額を返還しなければなら

ない。 

２ 前項の場合において、大学は、別紙 11（サービス購入料の減額の基準と方法）に従い、

サービス購入費の減額を行う。 

 

 

第 7 章 契約期間及び契約の終了 
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（契約期間） 

第 51条 本契約は、締結の日から効力を生じ、平成 30年 3月 31 日をもって終了する。 

２ 事業者は、契約終了にあたっては、大学に対して、要求水準書記載の業務その他それ

に付随する業務のために本件施設を大学が継続使用できるよう本件施設の維持管理業務

に関して必要な事項を説明し、かつ、事業者が用いた維持管理業務に関する操作要領、申

し送り事項その他の資料を提供するほか、引継ぎに必要な協力を行う。 
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34 条の引渡し後は、本件施設の所有権は大学に留保されるものとする。 

３ 前項に従い本契約が終了した場合、大学は、事業者に対して、当該終了により事業者

が被った損害を賠償する。この場合、本件施設の引渡が完了しているときには、大学はサ

ービス購入費のうち施設整備費相当を、解除前の支払スケジュールに従って支払う。 

 

（大学による任意解除） 

第 54 条 大学は、事業者に対して、180 日以上前に通知を行うことにより、他に特段の理

由を有することなく本契約を解除することができる。この場合、本件施設の引渡が完了し

ているときには、大学はサービス購入費のうち、施設整備費相当を、解除前の支払スケジ

ュールに従って支払う。また大学は事業者に対して、当該解除により事業者が被った一切

の損害（逸失利益を含む。）を速やかに賠償する。 

  

（大学及び事業者に帰責事由のない場合） 

第 55 条 本契約の締結後における法令変更又は不可抗力により事業の継続が不能となった

場合又は本契約の履行のために多大な費用を要する場合は、それぞれ第 9章（法令変更）

及び第 10章（不可抗力）に従い本契約が終了する。 

 

（損害賠償等） 

第 56 条 本件施設の引渡し前に事業者の責めに帰すべき事由により本契約が解除された場

合、事業者は、大学に対して、本件施設の施設整備費相当額（割賦金利を除く。）の 100

分の 10 に相当する額を違約金として大学に対して支払わなければならない。 

２ 出来高部分が存在し、大学が当該出来高部分を解除の後に利用する場合には、事業者

の費用負担により当該出来高部分を検査し、大学は、当該検査に合格した部分の所有権を

すべて取得、保持した上で、当該出来高部分に相応する代金を事業者に対して支払うこと

ができる。この場合、大学は事業者に対して負う当該出来高部分に相応する代金債務を、

事業者に対して有する前項に定める損害金請求権と、対当額で相殺することができる。 

３ 第 2 項の場合で、大学が出来高部分を買い取らない場合には、事業者は、速やかに本

件土地を原状に回復して大学に返還しなければならない。 

４ 前項の場合において、事業者が正当な理由なく、相当の期間内に原状回復の処分を行

わないときは、大学は、事業者に代わって原状回復の処分を行うことができ、これに要し

た費用を事業者に求償することができる。この場合においては、事業者は、大学の処分に

ついて異議を申し出ることができない。 

５ 本件施設の引渡し後に事業者の責めに帰すべき事由により本契約が解除された場合、

大学はサービス購入費のうち、施設整備費相当を、解除前の支払スケジュールに従って支

払う。事業者は違約金として、本件施設の維持管理費相当の 1年間分の金額（解除の日が

属する事業年度に適用される金額とする。）の 100 分の 20 を大学に対して支払うものとす
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る。 

６ 本件施設の維持管理業務開始後に事業者の責めに帰すべき事由により本契約が解除さ

れ、かつ、事業者の責めに帰すべき事由により本件施設が損傷している場合、事業者は大

学に対して必要な修繕費を支払うものとする。ただし、全壊、もしくは損傷がひどく修繕

を施しても利用が困難と客観的に判断され、かつ、大学の被る損害額が未払いのサービス

購入費を上回る場合には、大学は、未払いのサービス購入費の支払期限が到来したものと

みなして、かかるサービス購入費と損害額とを相殺することにより、残存するサービス購

入費の支払義務を免れることができるものとする。なお、これにより大学のその余りの損

害賠償の請求は、妨げられないものとする。 

７ 事業者は、第 52条に基づく解除に起因して大学が被った損害額が第 1項又は第 2項の

違約金の額を上回るときは、その差額を大学の請求に基づき支払わなければならない。 

 

第 8 章 表明保証及び誓約 

 

（事業者による表明保証及び誓約） 

第 57条 事業者は、大学に対して、契約締結日現在において、次の事実を表明し、保証す

る。 

（1） 事業者が、適法に設立され、有効に存在する法人であり、かつ、自己の財産を所有

し、本契約を締結し、及び本契約の規定に基づき義務を履行する権限及び権利を有

していること。 

（2） 事業者による本契約の締結及び履行は、事業者の目的の範囲内の行為であり、事業

者が本契約を締結し、履行することにつき法律上及び事業者の社内規則上要求され

ている一切の手続きを履践したこと。 

（3） 本契約の締結及び本契約に基づく義務の履行が事業者に適用のある法令に違反せ

ず、事業者が当事者であり、若しくは事業者が拘束される契約その他の合意に違反

せず、又は事業者に適用される判決、決定若しくは命令の条項に違反しないこと。 

（4） 本契約は、その締結により適法、有効かつ拘束力ある事業者の債務を構成し、本契

約の規定に従い強制執行可能な事業者の債務が生じること。 

２ 事業者は、本契約に基づく一切の債権債務が消滅するに至るまで、次の事項を大学に

対して誓約する。 

（1） 事業者は、大学の書面による事前の同意なしに、大学に対して有する債権を第三者

に譲渡し、又はこれに対して質権を設定その他担保提供しないこと。 

（2） 事業者は、大学の書面による事前の同意なしに、本契約上の地位及び本件事業等

について大学との間で締結した契約に基づく契約上の地位について、これを譲渡、

担保提供その他の処分をしないこと。 
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（大学による誓約） 

第 58条 大学は、本契約に基づく一切の債権債務が消滅するに至るまで、本件施設の維持

管理業務に必要な大学の維持すべき許認可を維持することを事業者に対して誓約する。 

 

 

第 9 章 法令変更 

 

（通知の付与） 

第 59条 本契約の締結日の後に法令が変更されたことにより、本件施設が設計図書に従い

建設若しくは整備できなくなった場合、本件施設が本契約、要求水準書で提示された条件

に従って維持管理業務できなくなった場合又は本契約の履行のための費用が増加すると

判断した場合、事業者はその内容の詳細を記載した書面をもって直ちにこれを大学に対し

て通知するものとする。 

２ 大学及び事業者は、前項の通知がなされた時点以降において、本契約に基づく自己の

義務が適用法令に違反することとなった場合、履行期日における当該自己の義務が適用法

令に違反する限りにおいてその履行義務を免れるものとする。ただし、当該大学又は事業

者は法令変更により相手方に発生する損害を最小限にするよう努力しなければならない。 

 

（協議及び追加費用の負担） 

第 60条 大学が事業者から前条第 1項の通知を受領した場合、本契約に別段の定めがある

場合を除き、大学及び事業者は、当該法令変更に対応するために速やかに本件施設の設計、

維持管理業務開始予定日、本契約、要求水準書の変更及び追加費用の負担について協議し

なければならない。 

２ 前項の協議にかかわらず、法令変更の公布日から 120 日以内に本契約等の変更及び追

加費用の負担についての合意が成立しない場合、大学が法令変更に対する対応方法を事業

者に対して通知し、事業者はこれに従い本件事業を継続する。なお、この場合の追加費用

の負担は、別紙 12（法令変更による追加費用分担規定）に記載する負担割合によるもの

とする。 

 

（法令変更による契約の終了） 

第 61条 本契約の締結後における法令変更により、大学が本件事業の継続が困難と判断し

た場合又は本契約の履行のために多大な費用を要すると判断した場合、大学は、事業者と

協議の上、本契約の全部又は一部を終了することができる。 

２ 前項の場合において、本件施設が完成している場合には、その所有権は大学に移転な

いし留保されるものとし、本件施設が未完成である場合には、大学は出来形部分を検査の

上、当該検査に合格した部分の所有権をすべて取得、保持した上で、当該出来形部分に相
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応する代金を事業者に対して支払うものとする。ただし、本件施設の建設進捗程度から見

て本件土地の原状回復が社会通念上合理的であると認められる場合、大学は、事業者に対

し、本件土地を大学の費用において原状回復するよう請求できる。 

３ 前 2 項の場合、大学はサービス購入費のうち施設整備費相当を、解除前の支払スケジ

ュールに従って支払うものとするが、本件施設が未完成の場合には、大学の出来形検査に

より施設整備費の金額を調整するものとする。また、大学は事業者が維持管理業務を終了

させるために要する費用を事業者に対して支払うものとし、その支払方法は大学と事業者

が協議の上決定するものとする。 

 

 

第 10 章 不可抗力 

 

（通知の付与） 

第 62条 本契約の締結日の後に不可抗力により、本件施設が設計図書に従い建設又は整備

できなくなった場合、本件施設が本契約、要求水準書で提示された条件に従って維持管理

業務ができなくなった場合又は本契約の履行のための費用が増加すると判断した場合、事

業者はその内容の詳細を記載した書面をもって直ちにこれを大学に対して通知しなけれ

ばならない。 

２ 大学及び事業者は、前項の通知がなされた時点以降において、本契約に基づく自己の

義務が不可抗力により履行不能となった場合、履行期日における当該義務の履行義務を免

れるものとする。ただし、大学又は事業者は不可抗力により相手方に発生する損害を最小

限にするよう努力しなければならない。 

  

（協議及び追加費用の負担） 

第 63条 大学が事業者から、前条第 1項の通知を受領した場合、本契約に別段の定めがあ

る場合を除き、大学及び事業者は、当該不可抗力に対応するために速やかに本件施設の設

計、維持管理業務開始予定日、本契約、要求水準書の変更及び追加費用の負担について協

議しなければならない。 

２ 前項に規定する協議にかかわらず、不可抗力が生じた日から 60日以内に本契約等の変

更及び追加費用の負担についての合意が成立しない場合、大学が不可抗力に対する対応方

法を事業者に対して通知し、事業者はこれに従い本件事業を継続する。なお、この場合の

追加費用の負担は、別紙 8（不可抗力による追加費用の負担割合）に記載する負担割合に

よるものとする。 

  

（不可抗力への対応） 

第 64 条 不可抗力により本契約の一部若しくは全部が履行不能となった場合又は不可抗力
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により本件施設への重大な損害が発生した場合、事業者は当該不可抗力の影響を早期に除

去すべく、要求水準書に従った対応を行うものとする。 

 

（契約の終了） 

第 65 条 第 63 条（協議及び追加費用の負担）第 1 項に規定する協議にかかわらず、不可

抗力が生じた日から 60 日以内に本契約等の変更及び追加費用の負担についての合意が成

立しない場合においては、大学は、第 63 条（協議及び追加費用の負担）第 2項にかかわ
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及び事業者は、速やかに協議の開催に応じなければならない。 

 

（関係者協議会） 

第 68条 本件事業の適正な実施を図るため、大学と事業者が協議の上、大学及び事業者に

より構成される関係者協議会を設置する。関係者協議会に関する詳細は、大学と事業者が

協議の上決定する。 

 

（銀行団との協議） 

第 69条 大学は、本事業に関して事業者に融資する銀行団との間において大学が本契約に

基づき事業者に損害賠償を請求し、また契約を終了させる際の銀行団への事前通知、担保

権の設定及び実行並びに協議に関する事項につき、本契約とは別途定めるものとする。 

 

（財務書類の提出） 

第 70条 事業者は、事業期間の終了に至るまで、毎会計年度ごとに会計年度の最終日より

3ヶ月以内に、公認会計士又は監査法人の監査済財務書類を大学に提出し、かつ、大学に

対して監査報告及び年間業務報告を行うものとする。なお、大学は当該監査報告及び年間

業務報告を公開することができる。 

 

（秘密保持） 

第 71条 大学及び事業者は、互いに本件事業に関して知り得た相手方の秘密及び本件事業

に関して知り得た個人情報の内容を自己の役員及び従業員、自己の代理人・コンサルタン

ト、又は出資者以外の第三者に漏らし、また、本契約の履行以外の目的に使用してはなら

ない。ただし、本件事業に関して知る前に既に自ら保有していたもの、本件事業に関して

知る前に公知であったもの、本件事業に関して知った後自らの責めによらないで公知とな

ったもの、本件事業に関して知った後正当な権利を有する第三者から何らの秘密保持義務

を課せられることなしに取得したものについては、
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（1） 本件施設の内容を公表すること。 

（2） 本件施設に事業者の実名又は変名を表示すること。 

 

（著作権等の譲渡禁止） 

第 73条 事業者は、本件施設に係る著作権法第 2章及び第 3章に規定する事業者の権利を

第三者に譲渡してはならない。ただし、あらかじめ大学の承諾又は同意を得た場合はこ

の限りではない。 

 

（著作権の侵害防止） 
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別紙別紙別紙別紙 1111    日程表日程表日程表日程表 

 

 

基本設計図書の閉書 薯
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別紙別紙別紙別紙 2222    事業概要書事業概要書事業概要書事業概要書 

 

 

※ 落札者の提案に基づいて記載します。 
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    別紙別紙別紙別紙 3   3   3   3   設計に伴う提出図書設計に伴う提出図書設計に伴う提出図書設計に伴う提出図書（第（第（第（第 7777 条関係）条関係）条関係）条関係）    

 

 

1 基本設計図書 

1）建築（総合） 

1  設計条件整理表 

2  官公庁等打合せ記録 

3  仕様概要書 

4  仕上表 

5  面積表及び求積表 

6  敷地案内図 

7  配置図 

8  平面図（各階） 

9  立面図（各面） 

10 断面図 

11 矩計図（主要部詳細） 

12 その他必要図書 

13 計画説明書 

14 各種技術資料 

2）建築（構造） 

1  設計条件整理表 

2  官公庁等打合せ記録 

3  計画案 

4  構造計画概要書 

5  仕様概要書 

6  その他必要図書 

7  各種技術資料 

3）電気設備 

1  設計条件整理表 

2  官公庁等打合せ記録 

3  電気設備計画概要書 

4  仕様概要書 

5  その他必要図書 

6  各種技術資料 

4）機械設備 

1  設計条件整理表 
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2  官公庁等打合せ記録 

3  機械設備計画概要書 

4  昇降機等設備計画概要書 

5  仕様概要書 

6  その他必要図書 

7  各種技術資料 

 

2 実施設計図書 

1）建築（総合） 

1  官公庁等打合せ記録 

2  仕様書 

3  仕様概要書 

4  仕上表 

5  面積表及び求積表 

6  敷地案内図 

7  配置図 

8  平面図（各階） 

9  立面図（各面） 

10 断面図 

11 矩計図 

12 展開図 

13 天井伏図 

14 平面詳細図 

15 断面詳細図 

16 部分詳細図 

17 建具表 

18 外構図 

19 透視図 

20 その他必要図書 

21 各種技術資料 

2）建築（構造） 

1  官公庁等打合せ記録 

2  構造設計図 

① 伏図 

② 軸組図 

③ 各部断面図 
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④ 標準詳細図 

⑤ 各部詳細図 

3  構造計画書 

4  仕様書 

5  その他必要図書 

6  各種技術資料 

3）電気設備 

1  官公庁等打合せ記録 

2  仕様書 

3  敷地案内図 

4  配置図 

5  受変電設備図 

6  非常電源設備図 

7  幹線系統図 

8  動力設備系統図 

9  動力設備平面図（各階） 

10 弱電設備系統図  

11 弱電設備平面図（各階） 

12 火報等設備系統図 

13 火報等設備平面図（各階） 

14 屋外設備図 

15 その他必要図書 

16 各種計算書 

4）機械設備（給排水衛生） 

1  官公庁等打合せ記録 

2  敷地案内図 

3  配置図 

4  給排水衛生設備配管系統図 

5  給排水衛生設備配管平面図（各階） 

6  消火設備系統図 

7  消火設備平面図（各階） 

8  特殊設備系統図 

9  特殊設備設計図 

10 部分詳細図 

11 屋外設備図 

12 その他必要図書 
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13 各種計算書 

5）機械設備（空調換気） 

1  官公庁等打合せ記録 

2  敷地案内図 

3  配置図 

4  空調設備系統図 

5  空調設備平面図（各階） 

6  換気設備系統図 

7  換気設備配置図（各階） 

8  特殊設備設計図 

9  部分詳細図 

10 屋外設備図 

11 その他必要図書 

12 各種計算書 

6）機械設備（昇降機等） 

1  昇降機等設備図 

7）工事費概算書等 

8）確認申請関係図書 

1  建築（総合） 

2  建築（構造） 

3  電気設備 

4  機械設備（給排水衛生） 

5  機械設備（空調換気） 

6  機械設備（昇降機） 

 

※ 基本設計図書、実施設計図書とも、提出時の体裁、部数等については、別途大学の指

示するところによる。 
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別紙別紙別紙別紙 4444    着手時の提出図書着手時の提出図書着手時の提出図書着手時の提出図書 

 

 

1 施工計画書 

2 全体工程表 

3 現場代理人・各種技術者届 

4 建設業務実施体制表 

5 その他必要図書 

 

※ 提出時の体裁、部数等については、別途大学の指示するところによる。 
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別紙別紙別紙別紙 5555    施工時の提出図書施工時の提出図書施工時の提出図書施工時の提出図書 

 

 

1 月間工事工程表 

2 月間工事報告書 

3 月間工事監理報告書 

 

※ 提出の時期、体裁及び部数等については、別途大学の指示するところによる。 
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別紙別紙別紙別紙 6666    事業者等が付保する保険等事業者等が付保する保険等事業者等が付保する保険等事業者等が付保する保険等    

 

 

１．設計建設期間中の保険（第 33条関係） 

事業者は、建設期間中、次の要件を満たす保険に加入しなければならない。なお、下

記の「付保の条件」は最小限度の条件であり、事業者の判断に基づき更に担保範囲の広い

保証内容とすることを妨げるものではない。 

 

(1) 建設工事保険 

保険契約者 ：事業者又は建設者 

保険の対象 ：本件施設の建設工事 

保険期間  ：建設工事着工日を始期とし、引渡予定日を終期とする。 

保険金額（補償額）：請負代金額 

補償する損害：水災危険を含む不測かつ突発的な事故による損害 

 

(2) 第三者賠償責任保険 

保険契約者 ：事業者又は建設者 

保険期間  ：建設工事着工日を始期とし、引渡予定日を終期とする。 

てん補限度額（補償額）：  ・対人：1名あたり 1億円、1事故あたり 10億円以上 

             ・対物：1事故あたり 1億円以上 
補償する損害：工事に起因して第三者の身体障害及び財物損害が発生したで
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(1) 施設賠償責任保険 

保険契約者 ：事業者 

保険期間  ：維持管理業務開始時から維持管理期間終了時までとする。（毎年度更

新することでもよい。） 

てん補限度額（補償額）：  ・対人：1名あたり 1億円、1事故あたり 10億円以上 

             ・対物：1事故あたり 1億円以上 
補償する損害：本件施設の所有、使用もしくは管理および本件施設内での事業遂行に

伴う法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害 
免責金額  ：50,000 円以下 
その他   ：大学を追加被保険者とすること 

交叉責任担保追加特約を付帯すること 

 

(2) 維持管理業務を対象とした第三者賠償責任保険 

保険契約者 ：事業者または維持管理者 

保険期間  ：維持管理業務開始時から維持管理期間終了時までとする。（毎年度更

新することでもよい。） 

てん補限度額（補償額）：  ・対人：1名あたり 1億円、1事故あたり 10億円以上 

             ・対物：1事故あたり 1億円以上 
補償する損害：維持管理業務に起因して第三者の身体障害及び財物損害が発生したこ

とによる法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害 
免責金額  ：50,000 円以下 
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別紙別紙別紙別紙 7777    しゅん功に伴う提出図書しゅん功に伴う提出図書しゅん功に伴う提出図書しゅん功に伴う提出図書（第（第（第（第 22221111 条関係）条関係）条関係）条関係）    

 

 

1  完成通知書 

2  しゅん工引渡書（完成用） 

3  鍵及び工具引渡書 

4  官公署・事業会社の許可書類一覧表 

5  検査試験成績書 

6  保守点検指導書 

7  保証書 

8  念書 

9  消防法第 17 条の 3の 2の規定による検査済証 

10 完成図（しゅん工図一式） 

11 工事完成写真 

12 保全に関する資料一式 

13 建築主の要求による登記に関する書類 

14 確認通知書 

15 建築基準法第 18 条第 7項の規定による検査済証 

16 建築基準法第 12 条第 3項の規定による届出書の副本 

17 建築士法第 20条第 2項の規定による工事監理報告書 

18 その他必要となる検査済証、届出書、報告書等 

19 その他必要図書 

 

※ 提出時の体裁、部数等については、別途大学の指示するところによる。 
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別紙別紙別紙別紙 8888    不可抗力による追加費用の負担割合不可抗力による追加費用の負担割合不可抗力による追加費用の負担割合不可抗力による追加費用の負担割合（第（第（第（第 30303030 条関係）条関係）条関係）条関係）    

 

 

１．建設・建設期間 

設計・建設期間中に不可抗力が生じ、追加費用が発生した場合、追加費用額が設計建
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別紙別紙別紙
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ができない。 

 

（終了及び解約） 

第 5条 保証人は、本保証を解約することができない。 

2 本保証は、事業契約に基づく事業者の債務が終了又は消滅した場合、終了するものとす

る。 

 

（管轄裁判所） 

第 6条 本保証に関する訴訟、和解及び調停に関しては、千葉地方裁判所を第一審の専属 

管轄裁判所とする。 

 

（準拠法） 

第 7条 本保証は、日本法に準拠するものとし、これによって解釈されるものとする。 

 

 

 以上の証として本保証書が2部作成され、保証人はこれに署名し、1部を大学に差し入れ、

1部を自ら保有する。 

 

平成●年●月●日 

 

 

保証人 
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    別紙別紙別紙別紙 10101010    サービス購入費の金額と支払スケジュールサービス購入費の金額と支払スケジュールサービス購入費の金額と支払スケジュールサービス購入費の金額と支払スケジュール 

 

 

 

1 大学が支払うサービス購入費の構成 

(1) 施設整備費相当 

大学が維持管理期間中に支払う施設整備費相当は、入札参加者が提案する東京大学

（柏）総合研究棟（環境学研究系）の施設費相当を元本とし、入札参加者が提案する割

賦金利及び期間 12 年の元利均等返済方式によって算出される事業年度ごとの元金償還

額並びに金利（以下「割賦金利」という。）の合計額とする。 

施設費相当は以下の費用から構成されるものとする。 

① 事前調査業務費 

② 設計費 

③ 建設工事費 

④ 工事監理費 

⑤ 周辺家屋影響調査及び対策費 

⑥ 電波障害調査及び対策費 

⑦ 各種申請等に要する費用 

⑧ 事業者の開業に要する費用 

⑨ 建中金利 

⑩ 事業者の資金調達に要する費用 

⑪ その他施設整備に関して初期投資と認められる費用 

東京大学（柏）総合研究棟（環境学研究系）に関する割賦金利は東京大学（柏）総合

研究棟（環境学研究系）の引渡し日以降に発生するものとする。 

 

(2) 維持管理費相当 

大学が維持管理期間中に支払う維持管理費相当は、入札参加者が提案する本件施設の

維持管理業務の対価として支払われる。 

維持管理費相当は東京大学（柏）総合研究棟（環境学研究系）に関する以下の業務に

関する人件費、物件費、事業者の負担する消耗品費及び維持管理期間中の修繕・更新費

並びに事業者の利益・運営費、公租公課及び保険料等（以下「その他費用」という。）か

らなるものとする。 

① 建物保守管理業務 

② 設備保守管理業務 

③ 外構維持管理業務 

④ 清掃業務 
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⑤ 保安警備業務 

⑥ 植栽維持管理業務 

 

2 サービス購入費の金額及び支払いスケジュール等 

(1) 割賦料の額及び支払スケジュール 

支払金額（施設整備費相当） 回数 支払時期 
施設費相当 割賦金利 合計① 

消費税及び地方
消費税相当額② 

第１回 平成 18 年 10 月 円 円 円 円 
第２回 平成 19 年 4 月 円 円 円 円 
第３回 平成 19 年 10 月 円 円 円 円 
第４回 平成 20 年 4 月 円 円 円 円 

･･･ 

･･･ 

･･･ 

･･･ 

･･･ 

･･･ 

第 21 回 平成 28 年 10 月 円 円 円 円 
第 22 回 平成 29 年 4 月 円 円 円 円 
第 23 回 平成 29 年 10 月 円 円 円 円 
第 24 回 平成 30 年 4 月 円 円 円 円 

注 1：毎回の合計①と②の合計額は均等となる。 

 

(2) 維持管理費相当の額及び支払スケジュール 

回数 支払時期 維持管理費相当 消費税及び地方消費税相当額 
第 1回 平成18年 10月 円 円 
第 2 回 平成 19 年 4 月 円 円 
第 3 回 平成19年 10月 円 円 
第 4 回 平成 20 年 4 月 円 円 

･･･ 

･･･ 

･･･ 

･･･ 

第 21 回 平成28年 10月 円 円 
第 22 回 
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(2) 維持管理費相当の支払手続 

大学は別紙 11のモニタリングの結果、選定事業者の業務実施状況が要求水準を満たし

ておらず、維持管理費相当のサービス購入費が減額される場合、業務報告書提出後 14 日

以内に選定事業者に対して当該月の減額ポイントを通知する。 

大学は毎月の減額ポイントを 6ヶ月間合計し、当該 6ヶ月間終了後 15 日以内に減額ポ

イントに基づく維持管理費相当のサービス購入費の減額率及び減額後のサービス購入費

の支払額を選定事業者に通知する。 

選定事業者は支払額の通知受領後速やかに大学に請求書を送付し、大学は請求書を受

けた日から 30日以内に維持管理費相当のサービス購入費を支払う。 
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(1) モニタリングの結果、維持管理業務が要求水準を満たしていないと判断した場合、対

象業務に対応するサービス購入費の減額を行う。 

(2) 維持管理の業務期間を通じ、同一の対象業務において２回の減額措置を経た後、更に

業務不履行（減額ポイントの発生）があった場合、大学は、選定事業者と協議の上、

維持管理業務を行う者を変更させることがある。なお、サービス購入費の支払い対象

期間の途中に維持管理業務を行う者を変更しても、期間中の減額ポイントが、減額の

行われる基準に達した場合には、この期間も減額措置を行う。 

(3) 維持管理業務を行う者の変更後も対象業務の改善が認められず、サービス購入費の支

払いの減額措置が行われる場合、又は維持管理業務を行う者の変更に応じない場合は、

大学は６か月以内に契約を解除することができる。なお、サービス購入費の支払対象

期間のうち、維持管理業務を行う者が変更した後の期間のみで減額が行われる基準に

達した場合も当然に解除することができる。 

 

３ 減額の方法 

(1) 減額の対象となる事態 

維持管理業務が業務要求水準を満たしていないと確認された場合には、減額ポイント

を加算する。その減額ポイントの加算の後、６か月分の減額ポイントが一定値に達した

場合には、維持管理業務にかかる対象業務のサービス購入費の減額を行う。 

 

維持管理業務が契約書に定める業務要求水準を満たしていない場合とは、以下に示す

①又は②の状態と同等の事態をいう。 

① 施設利用者が業務を行う上で明らかに重大な支障がある場合 

② 施設利用者が業務を行うことはできるが、明らかに利便性を欠く場合 

 

各業務について、①又は②の状態となる基準は以下のとおりとする。 

① 施設利用者が業務を行う上で明らかに重大な支障がある場合の例 
 業績監視の区分 重大な事象 

共
通 

 ・選定事業者の維持管理業務の不履行等を起因
として研究者等の活動に重大な影響を及ぼす
事態の発生 
・維持管理業務の故意による放棄 
・故意に大学との連絡を行わない（長期にわた
る連絡不通 等） 等 

維
持
管
理
業
務 

建物保守管理業務（点
検・保守・修繕・更新そ
の他一切の保守管理業
務を含む） 

・定期点検の未実施、故障等の放置、安全装置
の不備による人身事故の発生 等 
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設備保守管理業務（設備
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(2) 減額ポイント 

  減額ポイントは以下のとおりとする。 

大学は、定期モニタリング及び日常モニタリング、随時モニタリングを経て、対象業

務に対応する当月の減額ポイントを確定する。 

 

事       態 減 額 ポ イ ン ト 

施設利用者が業務を行う上で明らかに重
大な支障がある場合 

各項目につき２０ポイント 

施設利用者が業務を行うことはできるが、
明らかに利便性を欠く場合 

各項目につき２ポイント 
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＜モニタリング及びサービス購入費の減額の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モニタリング 

減額ポイント付与
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別紙別紙別紙別紙 11112222    法令変更による追加費用分担規定法令変更による追加費用分担規定法令変更による追加費用分担規定法令変更による追加費用分担規定    

 

 

                          大学負担割合 事業者負担割合 

① 本件施設等整備事業に直接関係する法令の変更の場合  １００％      ０％ 

② ①記載の法令以外の法令の変更の場合           ０％    １００％  

 

なお、「本件施設整備事業に直接関係する法令」とは、特に本件施設及び本件施設と類似

のサービスを提供する施設の維持管理・運営その他に関する事項を直接的に規定すること

を目的とした法令を意味するものとし、これに該当しない法人税その他の税制変更及び事

業者に対して一般に適用される法律の変更は含まれないものとする。 
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別紙別紙別紙別紙 13131313    サービス購入費サービス購入費サービス購入費サービス購入費の支払額の改定について（第の支払額の改定について（第の支払額の改定について（第の支払額の改定について（第 48484848 条関係）条関係）条関係）条関係）    

 
 
１ 維持管理費相当の改定 

事業期間中の物価変動に対応して維持管理費相当を改定する。 

(1) 第１回及び第２回支払額の改定 

事業契約締結日の属する月の指標と、平成１８年８月の指標を比較し、３％を超える

変動がある場合、第１回（平成１８年１０月）及び第２回（平成１９年４月）の支払額

を以下「改定率及び支払額の算出方法」に記載された算式に基づき改定する。 

(2) 第３回以降の支払額の改定 

1) 第１回及び第２回の支払額が改定されていない場合の改定 

第１回及び第２回の支払額が改定されていない場合、第３回（平成１９年１０月）以

降の支払額に関しては、事業契約締結日の属する月の指標と、改定対象となる支払額

が属する事業年度の８月の指標を比較し、３％を超える変動があるときに、当該事業

年度の１０月及び次事業年度の４月の支払額を「改定率及び支払額の算出方法」に記

載された算式に基づき改定する。 

2) 第１回及び第２回の支払額が改定された場合の改定 

第１回及び第２回の支払額が改定された場合、第３回（平成１９年１０月）以降の支

払額に関しては、前回改定時の改定の基礎となった事業年度の８月の指標と、改定対

象となる支払額が属する事業年度の８月の指標を比較し、３％を超える変動があると

きに、当該事業年度の１０月及び次事業年度の４月の支払額を「改定率及び支払額の

算出方法」に記載された算式に基づき改定する。 
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２ 改定率及び支払額の算出方法 

 

(1) 第１回及び第２回の支払額の改定 

・ Pi=Poi×（CSPI18／CSPI15） 但し、|（（CSPI18／CSPI15）-1|＞3% 

(2) 第３回以降の支払額の改定 

1) 第１回及び第２回の支払額が改定されていない場合の改定 

・ Pn=Poi×（CSPIn／CSPI15） 但し、|（（CSPIn／CSPI15）-1|＞3% 

2) 第１回及び第２回の支払額が改定された場合の改定 

・ Pn=Pr×（CSPIn／CSPIr） 但し、|（（CSPIn／CSPIr）-1|＞3% 

 

・Pi    ：改定後の第 i回の維持管理費相当（0＜i＜3） 

・Poi   ：事業契約書に記載された第 i回の維持管理費相当の支払額（0＜i＜3） 

・Pn    ：改定後の第 n年度 10 月及び第（n+1）年度 4 月の維持管理費相当の支払額 

（n＞1） 

・Pr    ：前回改定時（第 r 年度）における改定後の第 r 年度 10 月及び第（r+1）年度 4 月

の維持管理費相当の支払額（r≧1） 

・CSPI18：平成 18 年 8 月の企業向けサービス価格指数「建物サービス」（物価指数統計月             

報・日銀調査統計局）（以下「価格指数」という。） 

・CSPI15：事業契約締結日の属する月の価格指数 

・CSPIn ：改定対象の維持管理費相当が属する事業年度（第 n年度）の 8月の価格指数 

（n＞1） 

・CSPIr ：前回改定時の改定の基礎となった事業年度（第 r年度）の 8月の価格指数 

（r≧1） 

 

なお、上記改定率に小数点以下第四位未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるも

のとする。 

 


